
報告事項３：国民健康保険事業財政の都道府県単位化について

国民健康保険事業の都道府県単位化の要点

◆保健事業

◆県内の統一的な国保の運営方針の策定

県
●財政運営の主体
●国保運営について中心的な役割

◆市町村ごとの納付金の額を決定

◆交付金（＝市町村が保険給付に要した費
　 用）を市町村に支払

◆標準保険料率の算定

◆納付金を県に納付

市町村
●被保険者の実情を把握した上で、
   地域におけるきめ細かい事業を行う

◆保険料の賦課・徴収

◆資格管理・保険給付の決定

２ 新しい制度の仕組み 

３ 納付金と保険料 

４ 都道府県単位化後の市町村の国保特会のすがた 

＜ポイント＞ 

① 国費や県費、被用者保険からの拠出金、県単位でレセプトを共同処理する共同事業費の大半は県へ移行する。 

② 新たに、歳入に「保険給付費交付金」、「保険者努力支援制度」（注）による交付金、歳出に「納付金」が加わる。 
③ 財政規模は大きな変動なし 

④ 累積赤字は残る 

国保が抱える構造的問題を解消し、事業運営の安定化を図ることで、国民皆保険制度を堅持する。

都  道  府  県  単  位  化

財政基盤の強化
（3,400億円の財政支援）

⑤財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在

⑥市町村間の医療費・保険料の格差

①年齢構成が高く、医療費水準が高い

②所得水準が低い

③保険料負担が重い

④保険料の収納率が低い

国保の構造的問題点 対 応 策

１  国保制度改正の目的 
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●医療費（年齢調整後）や所得を基準として各市町村へ割り
   当てられる
　　　　・医療費が高い→納付金の割り当てが大きくなる
　　　　・所得が高い→　　　　　　　〃
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【参考】千葉市の県内順位（全54市町村）　　〔H26実績〕
　 ■一人当たり医療費・・・33位、301228円　 （県平均 ： 303,572円）
　 ■一人当たり所得・・・・・11位、765,196円　（県平均 ： 762,361円）
　 ■保険料収納率・・・・・・ 29位、89.80％　   （県平均 ： 89.11％）
　 ■一人当たり保険料・・・ 42位、93,362円　 （県平均 ： 95,601円）

＜ポイント＞ ① 県全体で想定される給付費に見合う納付金を各市町村が県に支払う。 

         ② 各市町村は、県が示す標準保険料率を参考に、市町村が独自に保険料率を定め、賦課徴収する。 

（１）事業のながれ 

（２）県と市町村の役割 

新たに県が保険者として加わる
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※給付費と同額を交付

（注）収納率の向上に向けた取組など、保険者の努力に応じて交付される公費。 

保 険 料 の 算 定

県が示す標準保険料率を参考に、それぞれの保険料算定方式や予定収納率に基づき保険
料を定め、賦課・徴収し、納付金を納める

県統一の標準的な算定方式等（※）に基づいて市町村ごとの標準保険料率を算定・公表

＜標準保険料率算定の目的＞　①標準的な住民負担の「見える化」　　②将来の県内保険料の統一

※標準的な算定方式等・・・県が市町村の意見を聞いて定める
　　○２方式（所得割・均等割）か３方式（２方式＋平等割（世帯割））か
　　○標準的な収納率はどう定めるか
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